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【参加者の声】  

・ “お寺の可能性”について考えたことが無かったので、目からウロコでした。創造都市に関しては、京都・大阪・金沢等、身近な例がとても

わかりやすかったです。（学生）  

・ 自分は単にグローバルに賛同していただけだったのですが、今回のお二方のお話を聞き、日本の古き良き伝統を活かすことの大切さに気づく

ことができました。今後さらに視野を広げたいと思いました。（学生）  

・ 都市の中で始まっている動きを秋田住職から、そして都市政策に文化がいかに大切かを佐々木先生から教えていただきました。これらの動き

がムーブメントになって、都市の個性がより発揮されれば住むことが楽しみにつながると感じました。（社会人）  

・ グローバル化の中で、国や地域にどんな文化資本を生み出し、活かすかは大変キーになる問題だと思います。（学生）  

  

★ 詳しい内容はホームページをご覧ください。  



 中間報告  

「全ての道はローマに通ず」という言葉になぞらえるならば、「全てのまちづくり条例（自治基本条例）はニセコに通ず」とい

うことが言えるかもしれません。“まちの最高規範”“まちの憲法”とも言われる「まちづくり条例（自治基本条例）」が日本に

誕生したのは、今から 11年前の 2001 年。北海度はニセコで産声をあげたこの動きは、現在250を超えるまちに拡がりを見

せています。そして、この動きは行政だけでなく「議会基本条例」として政治分野にも拡がりつつあります。今回は、総務課財

政係長から 35才で町長に当選されただけでなく、前政権下では内閣総理大臣補佐官や総務大臣政務官を務めるなど、国の地方

自治、地域主権を推進するブレーンとして八面六臂の活躍をしてこられた逢坂誠二さんをお迎えし、地域主権型、住民参加型の

まちづくりのコツやヒントを一緒に考えます。                                                                           （文責   杉岡秀紀）  

 
＊公共交通機関をご利用ください。  

＊詳しくは、京都政策研究センターＨＰ（京都府立大学ＨＰ内）  
をご覧ください。  

   あっという間にコラムも遂に２巡目です。２月６日に日本代表 vs ラトビア代表戦  

＠神戸を観に行ってきました。国内外で活躍する選手たちの動きを目の前で観ることができて、とってもテ

ンションがあがりました！しかも、目の前で戦っている選手は同世代だったり、若かったり。すごいなぁと

思いますし、なんとなく刺激を受けます。ところで、KPI では今年度の新しい取り組みのひとつとして、ブ

ックレットを出版することになりました。ブックレットでもっと KPI のことをみなさんに知っていただき、

どんどん KPI サポーターを増やしていきたいです！                  （研究員   村山紘子）  

 
連続自治体特別企画セミナーのお知らせ  

京都環境文化学術フォーラムを開催しました  

   2 月 16日（土）・17日（日）に京都環境文化学術フォーラムが開

催されました。1,000 名以上の方にご参加いただきました。16日の

スペシャルセッションの中では、KPI が中心となって企画・調整した

ベルンハート・ドイチュ氏（オーストリアギュッシング郡シュトレム

市市長）から木質バイオマスのギュッシング・モデルについてお話し

していただきました。また、17日の KYOTO地球環境の殿堂  第４

回殿堂入り者のエイモリー・B・ロビンス氏（ロッキーマウンテン研

究所理事長）とヴァンダナ・シヴァ氏（環境哲学者・物理学者）によ

る記念講演や、シヴァ氏をはじめ国内外の方たちが参加したシンポジ

ウムでは多くの方が耳を傾けました。  

＊16日のスペシャルセッションについては、後日ホームページに掲載します。  

◆第６回   ３月２１日（木）午後３時～5 時      場所：京都府職員研修・研究支援センター２F視聴覚室  

         『自治基本条例が拓くまちづくり』        講   師   逢坂   誠二   氏（前衆議院議員／元ニセコ町長）  

「京都府の労働福祉施設の有効活用についての調査研究」（協働研究）調査報告  

	 ２月１８日、四条大宮にあるソーシャル・ビジネス交流館にヒアリング調査に伺いました。ソーシャル・ビジネ

スの拠点として展開するには、ハードとしては、①研修機能、②（シェア）オフィス機能、③交流機能、④事務

局機能、⑤その他（水場など）が備わっていれば十分であり、そこまでコストはかけなくてもいいことがわかりました。また、

「畳」と「ちゃぶ台」がある和室には人は集まりやすいこと、和室で教える人・教えられる人が同じ目線で話す魅力についてもお話を頂きまし

た。今回の調査を受けて、労働福祉施設にソーシャル・ビジネスの拠点を位置づけるかどうかは別として、「人を引き寄せる場」を作るための

新たな視点を加えることができたように思います。  

「京都府における低所得者支援施策の効果的実施に向け

た研究」（協働研究）公開研究会を開催しました  

   ２月５日（火）に、社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方

に関する特別部会の委員である藤田孝典氏（NPO法人ほっとプラス

代表理事）をお招きし、お話を伺いました。１月末に提出された報告

書にちりばめられている重要な視点は、「何か支援を求めている人に

対してはその人にあった支援をしていく」という考え方であり、これ

は政権交代がありつつも厚生労働省としては「社会的包摂」として社

会福祉の対象を拡大していくと決めたということ、とはいえ他方で、

財源についての議論がしっかりとなされなかった点や、「生活保護制

度の見直し」という後退を許したことなどについても言及していただ

きました。  
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